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２ 介護保険特別会計の状況 

⑴ 款別歳入決算の前年度比較

款 
令和２年度 
決算額 （円） 

令和３年度 
決算額 （円） 

前年度比 

（円） （％） 
Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ

介護保険料 1,016,839,800 1,171,847,800 155,008,000 115.2 

使用料及び手数料 60,000 70,000 10,000 116.7 

国庫支出金 981,384,602 1,015,216,471 33,831,869 103.4 

支払基金交付金 1,195,522,020 1,205,903,000 10,380,980 100.9 

県支出金 660,688,821 674,250,848 13,562,027 102.1 

財産収入 132,820 126,946 △5,874 95.6 

繰入金 868,989,000 837,577,000 △31,412,000 96.4 

繰越金 102,591,386 154,172,493 51,581,107 150.3 

諸収入 176,992 370,864 193,872 209.5 

合 計 4,826,385,441 5,059,535,422 233,149,981 104.8 

⑵ 款別歳出決算の前年度比較

款 
令和２年度 
決算額 （円） 

令和３年度 
決算額 （円） 

前年度比 

（円） （％） 
Ⓐ Ⓑ Ⓑ－Ⓐ Ⓑ／Ⓐ

総務費 102,077,687 100,540,624 △1,537,063 98.5 

保険給付費 4,281,992,481 4,327,654,155 45,661,674 101.1 

地域支援事業費 173,415,662 179,242,690 5,827,028 103.4 

基金積立金 70,815,820 83,389,783 12,573,963 117.8 

諸支出金 43,911,298 72,210,067 28,298,769 164.4 

合 計 4,672,212,948 4,763,037,319 90,824,371 101.9 
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⑶ 款別歳入決算の状況

款 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額） 

（円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

介護保険料 1,104,146,000 1,194,909,541 1,171,847,800 

使用料及び手数料 30,000 70,000 70,000 

国庫支出金 999,205,000 1,015,216,471 1,015,216,471 

支払基金交付金 1,277,736,000 1,205,903,000 1,205,903,000 

県支出金 704,851,000 674,250,848 674,250,848 

財産収入 127,000 126,946 126,946 

繰入金 837,577,000 837,577,000 837,577,000 

繰越金 154,172,000 154,172,493 154,172,493 

諸収入 4,000 370,864 370,864 

合 計 5,077,848,000 5,082,597,163 
5,059,535,422 

Ⓔ 

⑷ 基金の状況

区 分 基金の目的 

令和２年度末現在高 

市民一人当た
りの現在高 

Ⓐ Ⓑ（Ⓐ／69,239人） 

介護給付費準備基
金 

介護保険事業の健全かつ円滑な運営
を図るために必要な財源を積み立て
る。 

331,546,867 4,788 
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不納欠損額 

（円） 

収入未済額 

（円） 

予算現額に対す 
る増減額（円） 

収入割合（％） 

対予算現額 対調定額 決算額構成比 

Ⓓ Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ－Ⓐ Ⓒ／Ⓐ Ⓒ／Ⓑ Ⓒ／Ⓔ

8,496,900 14,564,841 67,701,800 106.1 98.1 23.2 

0 0 40,000 233.3 100.0 0.0 

0 0 16,011,471 101.6 100.0 20.1 

0 0 △71,833,000 94.4 100.0 23.8 

0 0 △30,600,152 95.7 100.0 13.3 

0 0 △54 100.0 100.0 0.0 

0 0 0 100.0 100.0 16.6 

0 0 493 100.0 100.0 3.0 

0 0 366,864 9,271.6 100.0 0.0 

8,496,900 14,564,841 △18,312,578 99.6 99.5 100.0 

（単位 円） 

令和３年度中の増減 令和３年度末現在高 前年度比 

積立額 取り崩し額 
市民一人当た 
りの現在高 

市民一人当た
りの現在高 

Ⓒ Ⓓ Ⓔ（Ⓐ＋Ⓒ－Ⓓ） Ⓕ（Ⓔ／69,133人） Ⓔ－Ⓐ Ⓕ－Ⓑ

83,389,783 64,154,000 350,782,650 5,074 19,235,783 286 
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⑸ 保険料決算の状況

区 分 

予算現額 

（円） 

調定額 

（円） 

収入済額（決算額） 

（円） 

不納欠損額 

（円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ 

現年度分 1,102,646,000 1,175,226,400 1,169,071,400 0 

滞納繰越分 1,500,000 19,683,141 2,776,400 8,496,900 

合 計 1,104,146,000 1,194,909,541 
1,171,847,800 

Ⓔ 
8,496,900 

⑹ 収入未済額の内容   （単位 円） 

区 分 介護保険料 

令和３年度 6,155,000 

令和２年度 8,238,500 

令和元年度 171,341 

平成３０年度 0 

平成２９年度以前 0 

合 計 14,564,841 

⑺ 過誤納金還付未済額の内容 （単位 円） 

区 分 介護保険料 

令和３年度 5,320,300 

⑻ 不納欠損額の内容 （単位 円） 

区 分 介護保険料 

介護保険法第２００条 
217人 

8,496,900 
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収入未済額 

（円） 

決算額 
構成比 
（％） 

徴収率（過誤納金還付未済額を除く。） 
被保険者一人当たりの 

決算額 

（％） 前年度 対前年度 （円） 被保険者［令和
３年度末］ 

Ⓑ－Ⓒ－Ⓓ Ⓒ／Ⓔ Ⓒ／Ⓑ Ⓕ Ⓒ／Ⓑ－Ⓕ Ⓔ／Ⓗ Ⓗ 

6,155,000 99.76 99.03 99.01 0.02 

72,052 16,264人 

8,409,841 0.24 13.74 11.29 2.45 

14,564,841 100.00 97.62 97.20 0.42     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

介護保険法（抜粋） 

 

（時効）  

第２００条 保険料、納付金その他この法律の規定による徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利及び

保険給付を受ける権利は、これらを行使することができる時から２年を経過したときは、時効によって消

滅する。  

２ 略 
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⑼ 款別歳出決算の状況

款 

予算現額 

（円） 

支出済額（決算額） 翌年度繰越額 

（円） （円） 

Ⓐ Ⓑ Ⓒ 

総務費 113,627,000 100,540,624 0 

保険給付費 4,608,623,000 4,327,654,155 0 

地域支援事業費 198,234,000 179,242,690 0 

基金積立金 83,390,000 83,389,783 0 

諸支出金 72,974,000 72,210,067 0 

予備費 1,000,000 0 0 

合 計 5,077,848,000 
4,763,037,319 

Ⓓ 
0 
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不用額 

（円） 

執行割合（％） 市民一人当たりの決算額 

対予算現額 決算額構成比 （円） 

Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ Ⓑ／Ⓐ Ⓑ／Ⓓ Ⓑ／69,133人

13,086,376 88.5 2.1 1,454 

280,968,845 93.9 90.9 62,599 

18,991,310 90.4 3.8 2,593 

217 100.0 1.7 1,206 

763,933 99.0 1.5 1,045 

1,000,000 0.0 0.0 0 

314,810,681 93.8 100.0 68,897 



科目 

主管 

款 項 目 

事 業 名 介護保険事業 

決 算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

4,763,037,319円 
（＋90,824,371 円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,689,467,319円 70,000円 0円 0円 1,811,916,946円 1,261,583,054円 

市民一人当たり 

の決算額 

68,897円  

（一般財源等ベース 18,249円） 
単位決算額 

292,858円  

（第１号被保険者 16,264人） 

高

齢

福

祉

課

１ 事業目的 

  ６５歳以上で介護や支援の必要な方及び４０歳以上６５歳未満の方で特定疾病

が原因で介護や支援の必要な方に対して、介護保険給付を行う。また、地域包括

ケアシステムを構築するため、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援

事業を行う。 

２ 事業内容 

  介護保険法及び清須市介護保険条例の規定による保険給付や介護予防・日常生

活支援総合事業などの地域支援事業を行った。 

⑴ 第１号被保険者数（令和４年３月末）

区 分 対象者 

６５歳以上７５歳未満 7,781人 

７５歳以上 8,483人 

合 計 16,264人 

⑵ 申請の状況

区 分 申請者 

新規申請 860人 

更新申請 1,048人 

変更申請 268人 

⑶ 賦課徴収状況

区 分 収入額 

現年度分 
特別徴収 1,083,641,700円 

普通徴収 85,429,700円 

滞納繰越分 2,776,400円 

合 計 1,171,847,800円 

⑷ 保険給付

区 分 事業費 

介護給付費 3,973,494,847円 

介護予防給付費 103,535,613円 

高額介護サービス費 119,226,663円 

高額医療合算介護（介護予防）サー

ビス費 
13,642,173円 

特定入所者介護サービス費 115,342,050円 

審査支払手数料 2,412,809円 

合 計 4,327,654,155円 
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高

齢

福

祉

課

⑸ 介護認定（令和４年３月末）

区 分 対象者 

要介護等認定調査件数 2,102件 

要介護等認定審査件数 2,107件 

要介護等認定 

状況 

要支援１ 295人 

要支援２ 469人 

要介護１ 438人 

要介護２ 507人 

要介護３ 384人 

要介護４ 352人 

要介護５ 249人 

合 計 2,694人 

⑹ 事業対象者（令和４年３月末）

区 分 対象者 

チェックリスト実施件数（新規） 40件 

事業対象者 90人 

⑺ 介護予防・生活支援サービス事業（地域支援事業）

区 分 事業費 

第１号訪問事業費 

訪問型サービスＡ（指定） 24,312,661円 

きよす家事サポートサービス 

（委託） 
789,880円 

第１号通所事業費 

通所型サービスＡ（指定） 43,338,449円 

きよす集中リハビリサービス 

（委託） 
8,450,000円 

介護予防ケアマネジメント事業費 10,441,982円 

高額介護予防サービス費相当事業費 110,679円 

合 計 87,443,651円 

⑻ 一般介護予防事業（地域支援事業）

  ア 介護予防普及啓発事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

清須市民げんき大学（官学連携） 14回     337人 

チャレンジ教室（認知症予防教室） 147回      2,815人 

やろまいか教室 81回      2,573人 

イ 地域介護予防活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

いこまいか教室 798回 13,407人 

  ウ 地域リハビリテーション活動支援事業 

区 分 回 数 延べ利用者数 

介護予防ケアマネジメント支援事業 2回 2人 

住民主体運動教室等活動支援事業 4日 157人 
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高

齢

福

祉

課

⑼ 包括的支援事業・任意事業（地域支援事業）

  ア 包括的支援事業 

区 分 事業費 

地域包括支援センター運営費 58,209,074円 

在宅医療・介護連携推進事業費 1,223,279円 

生活支援体制整備事業費 7,024,000円 

認知症総合支援事業費（認知症初

期集中支援チーム事業等） 
2,298,340円 

地域包括ケアシステム推進費 416,914円 

合 計 69,171,607円 

イ 任意事業 

区 分 事業費 

介護給付等費用適正化費 126,030円 

家族介護支援費 240,000円 

成年後見制度利用支援費 44,160円 

福祉用具・住宅改修支援費 82,000円 

認知症サポーター等養成費 63,346円 

地域自立生活支援費 199,992円 

合 計 755,528円 

⑽ その他諸費

区 分 事業費 

審査支払手数料 209,758円 

３ 事業成果 

保険給付により、介護が必要な状態になっても自宅や介護保険施設で安心して

暮らすことができ、家族の介護負担を軽減することができた。 

  また、介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援事業の実施により、生

活機能の維持向上や生活機能低下の早期発見・予防を行い、自立した生活の維持

及び要介護状態の防止に寄与することができた。 
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